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議案説明書 

行政経営部 人事課 

提出議会：令和７年第２回定例会 

 

１ 案件名 

  議案第６号 佐野市職員の給与に関する条例等の改正について 

 

 

２ 概要 

(１)佐野市職員の給与に関する条例において、職員の昇給の基準、諸手当及び給料

表を改める。 

(２)佐野市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例を改正し、賞与

等の拡充を図る。 

(３)職員の定年の引上げに伴う関係条例の整備に関する条例を改正し、諸手当の拡

大を図る。 

 

 

３ 理由及び趣旨、目的、内容等 

(１)人事院勧告等に伴い、職員の昇給の基準、扶養手当、地域手当、住居手当、通

勤手当、単身赴任手当、管理職特別勤務手当、期末手当、勤勉手当及び給料表

等を改める。 

ア 職員の昇給の基準 

     行政職給料表の職務の級が７級及び８級の職員が良好な成績で勤務した場

合の昇給の号数は現行３号給としているが、８級の職員については勤務成

績が特に良好である場合に限り規則で定める基準に従い行うものとする。 

イ 扶養手当 

     行政職給料表の職務の級が８級である職員の配偶者に係る手当を廃止とす

る。７級以下である職員の配偶者に係る手当は、現行の６，５００円から

令和７年度は３，０００円に引下げ、令和８年度からは廃止とする。子に

係る手当は、現行の１０，０００円から令和７年度は１１，５００円に引

上げ、令和８年度からは１３，０００円に引上げる。 

   ウ 地域手当 

     地域手当の対象となる職員を医療職給料表の適用を受ける職員から全職員

に拡大する。 

地域手当の月額は、給料、管理職手当及び扶養手当の月額の合計額に、次

の地域手当の級地の区分に応じて、定める割合を乗じて得た額とする。 

なお、級地については規則で定める。 

１級地 １００分の２０ 

２級地 １００分の１６ 

３級地 １００分の１２ 
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４級地 １００分の８ 

５級地 １００分の４ 

 また、地域手当の異動保障として、異動後の支給割合が異動前の支給割合

に達しない場合は、１年目は異動前の支給割合とし、２年目は異動前の支

給割合の８０％、３年目は異動前の支給割合の６０％とする。 

   エ 住居手当 

     第 8条第 2項第 1号において、初だしとなる「配偶者」の定義付けを行っ

ていたが、同号の削除に伴い、住居手当の条文第 9条の 3第 1項第 2号に

おいて初だしとなる「配偶者」の定義付けを行う。 

   オ 通勤手当 

     通勤手当の支給要件を拡大し、採用時から新幹線等の特別急行列車、高速

自動車国道等（以下「新幹線鉄道等）という。）に係る通勤手当の支給を可

能とする。また、新幹線鉄道等の特別料金等の額について現行２分の１の

支給から全額支給に改正する。 

   カ 単身赴任手当 

     単身赴任手当の支給要件を拡大し、採用時から手当の支給を可能とする。 

   キ 管理職員特別勤務手当 

     平日深夜に係る支給対象時間帯を現行の「午前０時から午前５時」から「午

後１０時から午前５時」に拡大する。 

   ク 期末手当、勤勉手当 

人事院勧告等に伴い令和６年度１２月期に引き上げられた期末手当及び勤

勉手当の支給割合について、令和７年度以降における６月期及び１２月期

への均等分割を行う。 

○一般職員 

期末手当 

令和６年度１２月期１.２７５月 → 令和７年度６月期、１２月期とも 

１.２５月（-０.０２５月） 

 【年間 令和６年度２.５月 → 令和７年度２.５月】 

勤勉手当  

令和６年度１２月期１.０７５月 → 令和７年度６月期、１２月期とも

１.０５月（-０.０２５月） 

 【年間 令和６年度２.１月 → 令和７年度２.１月】 

内定年前再任用短時間勤務職員(暫定再任用職員含む)(以下再任用職

員という。) 

期末手当 

令和６年度１２月期０.７１２５月 → 令和７年度６月期、１２月期とも 

０.７月（-０.０１２５月） 

 【年間  令和６年度１.４月  → 令和７年度１.４月】 

勤勉手当  

令和６年度１２月期０.５１２５月 → 令和７年度６月期、１２月期とも
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０.５月（-０.０１２５月） 

 【年間 令和６年度１.０月  → 令和７年度１.０月】 

○特定幹部職員  

期末手当 

令和６年度１２月期１.０７５月 → 令和７年度６月期、１２月期とも

１.０５月（-０.０２５月） 

【年間 令和６年度２.１月  → 令和７年度２.１月】 

勤勉手当 

令和６年度１２月期１.２７５月 → 令和７年度６月期、１２月期とも

１.２５月（-０.０２５月） 

【年間  令和６年度２.５月  → 令和７年度２.５月】 

内再任用職員 

期末手当 

令和６年度１２月期０.６１２５月 → 令和７年度６月期、１２月期とも

０.６月（-０.０１２５月） 

【年間 令和６年度１.２月  → 令和７年度１.２月】 

勤勉手当 

令和６年度１２月期０.６１２５月 → 令和７年度６月期、１２月期とも

０.６月（-０.０１２５月） 

【年間 令和６年度１.２月 → 令和７年度１.２月】 

   ケ 給料表 

     行政職給料表の職務の級が３級から７級までの初号近辺の号給をカットし、

給料月額の最低水準を引き上げる。また、８級については、給料月額の最

低水準を引き上げつつ、隣接する級間の給料月額の重なりを解消する。 

(２)特定任期付職員の賞与等の拡充 

特定任期付職員業績手当を廃止し、新たに勤勉手当を支給する。また、地域手

当を新たに支給するほか、期末手当の支給割合を改める。 

期末手当 

令和６年度１２月期１．７５月 → 令和７年度６月期、１２月期とも 

０． ９５月（-０．８月） 

【年間 令和６年度３．４５月  → 令和７年度１.９月】 

    勤勉手当 

    令和６年度１２月期０月 → 令和７年度６月期、１２月期とも 

０． ８７５月（＋０．８７５月） 

       ※勤勉手当の成績率が標準の場合は０．７７５月の予定 

       【年間 令和６年度０月  → 令和７年度１．７５月】 

(３)再任用職員の手当支給の拡大 

新たに地域手当及び住居手当を支給する。 
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４ その他の事項 

 (１)施行日 令和７年４月１日（第１条中佐野市職員の給与に関する条例第１７条

の５の２の改正規定は、公布の日） 

(２)地域手当の支給に伴い、佐野市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例、佐野

市職員の修学部分休業に関する条例、佐野市公益的法人等への職員の派遣等に

関する条例及び外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関す

る条例の所要の改正を本条例の附則で行う。 

  


